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資料 ４
平成３０年度政策評価の結果【概要】

限られた行財政資源を最大限に活用し、政策の合理的な選択と質の向上などを図るため、平成30年度
の政策評価として道政全般を網羅する「基本評価」等を実施しました。

（ ）Ⅰ 基本評価 施策評価 事務事業評価、

【概 要】

北海道総合計画に掲げる政策の実現を目指し、限られた行財政資源の最大限の活用や施策目標の実
、 、 、現を図る観点から 施策と事務事業を一体的に点検・検証し 施策の目標達成に向けた進捗状況とともに

目標達成に向けて、さらなる改善等を要する事務事業の対応方向を明らかにしました。

１ 一次政策評価の結果

各部局等が推進する106施策について、①施策目標の達成状況、②施策間の連携状況等、③施策の緊急性、
優先性の３つの視点で点検・検証するとともに、施策を構成する2,275事務事業について、施策評価における
成果指標や取組の分析を踏まえ、改善等を要する164事務事業を選定した上で、施策目標への貢献度を重視す
る観点から点検・検証し、評価を行いました。

目標の達成に向けた今年度の進捗状況
遅れ･未着手があり施策数 概ね順調に展開 課題等はあるが
改善が必要施 策 引き続き推進

１０６ ６３ ４３ ０

平成３１年度に向けた方向性評 価 対 象
事務事業数 施策推進に向け改善 再構築に向け縮小等事務事業
１６４ １２２ ４２

２ 二次政策評価の結果

（１）施策評価と関連する事務事業評価
一次政策評価の結果を踏まえ、二次政策評価等検討チームが重点的に点検・検証し、政策目標の実現に向け

て検討が必要な9施策と関連する14事務事業について、今後の取組の方向性などの意見を付しました。

施策目標の達成状況 施策の緊急性・優先性重点的な視点
（目標達成に向けてさらに取組が必要なもの） （緊急かつ優先的に取り組む必要があるもの）施策・事務事業

施策 事務事業 ５施策・１０事務事業 ４施策・４事務事業９ １４・

・食関連産業の振興 (1) ・アイヌ文化の振興 (1)・道産食品の輸出拡大 (2) ・北海道独自の歴史・文化の発信と施策と関連する ・滞在交流型観光地づくりの推進 (4) 継承 (1)事 務 事 業 数 ・世界の中の北海道を意識した海外 ・環境・エネルギー産業の振興 (1)市場の開拓 (2) ・就業環境の整備 (1)・安全安心な教育環境づくり (1)

（２）その他の事務事業評価
平成29年度に二次政策評価意見を付した事務事業等について点検・検証し、必要な見直し等の検討を進め

るため、52事務事業に①事業内容や執行体制の見直し等、②関与団体の自立化推進、③国への要望等に関す
る意見を付しました。
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（参 考）

Ⅰ 一次政策評価

１ 評価の区分

（１）施策； 目標の達成に向けた今年度の進捗状況

概ね順調に展開 目標の達成に向けて、概ね順調に必要な取組が展開されている施策

目標の達成に向けて必要な取組が展開されているが、課題等を有して課題等はあるが

おり、効果的な取組の検討を含め、引き続き推進する施策引き続き推進

遅れ・未着手が 目標の達成に向けて明らかな遅れが見られ、必要な取組に着手してい

あり改善が必要 ないなど、見直しや改善を要する施策

（２）事務事業； 平成３１年度に向けた方向性

施策推進に 成果指標の達成度を高めていく必要があるものやより一層の成果の

向 け 改 善 発現に向け取組を強化する必要がある事務事業

再 構 築 に 目標の達成度などを踏まえ、より効果的・効率的に取り組む必要が

向け縮小等 ある事務事業

２ 評価内容

今年度の進捗状況の判定方法（１）目標の達成に向けた

成果指標の達成状況と取組の分析を踏まえ ［表－１］の区分により評価結果を判定して、

います。

［表－ ］１

目標の達成に向けた 判定条件
成果指標の達成状況 取組の分析今年度の進捗状況

ａ概ね順調に展開
Ａ・Ｂ指標のみ
Ｃ指標がある
Ａ・Ｂ指標のみ ｂ

ａ
課題等はあるが引き続き推進 Ｄ指標がある

または 指標なし

ｂ遅れ・未着手があり改善が必要
Ｃ・Ｄ指標がある
または 指標なし

（２）成果指標の達成状況

施策に設定した２６９の成果指標について、直近の実績値に基づく達成状況は［表－２］

のとおりです。

なお、成果指標の達成状況に「Ｃ・Ｄ」がある施策については、その要因などを分析し、

今後の対応の方向性などを「主な対応方針」として整理するとともに、改善等を要する事務

事業を選定し、翌年度に向けた方向性を明らかにしています。

［表－ ］２

成果指標の達成状況（上段：構成比／下段：指標数）
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 判定不可 計

(100 ) 90 100 80 90 (80 ) ( )％以上 ( ％以上 ％未満) ( ％以上 ％未満) ％未満 実績未確定

48.7％ 20.1％ 8.6％ 15.2％ 7.4％ 100％
(131) (54) (23) (41) (20) (269)

注１：各施策に、総合計画や重点戦略計画など各種計画の指標を基本として、定量的な指標を設定

注２：施策間で指標を共有する場合があるほか、数値目標の設定が困難な施策は指標を設定していない
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（３）取組の分析

政策体系に沿って推進する施策の実績・成果について、次の基準により取組分析を行っ

た結果、全ての施策において「ａ」と判定しています。

今後の対なお、より一層の成果の発現に向け取組を強化する事項がある施策については、

応の方向性などを「主な対応方針」として整理するとともに、改善等を要する事務事業を選

定し、翌年度に向けた方向性を明らかにしています。

＜取組の分析における基準＞

ａ：基準１を満たしており、かつ、基準２～４のいずれかを満たしている
ｂ：基準１を満たしていない、または、基準１を満たしているが基準２～４のいずれも満

たしていない

基準１ 計画した取組を着実に進め、かつ、経済社会情勢や道民の要請等を踏まえた課題
に対応しているか

基準２ 国等への要望・提案を行い、実現に向け進捗しているか
基準３ 道民からのニーズを的確に把握し、施策推進に役立てているか
基準４ 施策間・部局間の連携による成果や、地域・民間との連携・協働による成果を確

認できるか
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施策ごとの評価結果
【政策分野１：生活・安心】

取組の目標の達成に向けた 成果指標の達成状況

分 析政策 今年度の進捗状況 （指標数）
施策（コード／名称） 部局

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ａ ｂ
体系 概 ね 順 調 課題等はあるが 遅れ･未着手が 判定

不可に 展 開 引き続き推進 あり改善が必要

0401 結婚・出産環境支援の充実 保福 ○ ２ １ １ １ ０ ○
1-(1)-A

0402 小児・周産期医療体制の確保（再） 保福 ○ １ １ ０ ２ １ ○

0403 子育て支援の充実 保福 ○ ４ １ ０ １ ０ ○

0514 就業環境の整備（再） 経済 ○ ０ ０ １ ４ １ ○

1-(1)-B 0801 北国らしい個性豊かで活力のある住まい・まちづくりの推進（再） 建設 ○ ３ １ １ ０ ０ ○

0402 小児・周産期医療体制の確保（再） 保福 ○ １ １ ０ ２ １ ○

0405 地域医療の確保（再） ○ ７ ０ ３ １ ０ ○保福･病院

1-(1)-C 0404 地域全体で子どもを見守り育てる社会づくり 保福 ○ ２ １ ０ ０ ０ ○

0101 北海道公立大学法人札幌医科大学への運営支援（再） 総務 ○ ０ ０ １ ０ １ ○
1-(2)-A

0405 地域医療の確保（再） ○ ７ ０ ３ １ ０ ○保福･病院

0406 高齢者や障がいのある人等が安心して暮らせる社会の形成（再） 保福 ○ ８ １ １ ２ １ ○
1-(2)-B

0801 北国らしい個性豊かで活力のある住まい・まちづくりの推進（再） 建設 ○ ３ １ １ ０ ０ ○

1-(2)-C 0407 健康づくりの推進 保福 ○ １ １ ０ ５ ４ ○

0301 自然環境及び生活環境の保全 環生 ○ １ ２ ０ ０ ０ ○

0201 土地水対策の総合的推進及び水資源保全の推進 総政 ○ ０ ２ ０ ０ ０ ○
1-(3)-A

0701 森林資源の循環利用の推進による林業及び木材産業等の振興（再） 水林 ○ ５ １ ０ ０ ０ ○

0802 大規模自然災害対策の推進（再） 建設 ○ ３ ３ ２ ０ １ ○

0302 野生動物等の適正な管理 環生 ○ １ ０ ０ ２ ０ ○

0606 鳥獣による農業被害防止対策の推進（再） 農政 ○ ０ ０ ０ ２ ０ ○
1-(3)-B

0702 エゾシカ森林被害対策の推進 水林 ○ ０ ０ ０ ２ ０ ○

0703 海獣等による漁業被害対策の推進（再） 水林 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○

0303 地球温暖化対策の推進と環境に配慮する人づくり（再） 環生 ○ ２ ０ １ １ １ ○
1-(4)-A

0512 環境・エネルギー産業の振興（再） 経済 ○ ５ １ ２ １ ０ ○

1-(4)-B 0304 循環型社会の形成 環生 ○ １ １ ０ １ １ ○

2102 交通安全対策の推進 道警 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0305 交通事故のないまちづくり 環生 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

2101 治安対策の推進 道警 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

0306 安全で安心な地域づくり 環生 ○ ０ ０ ０ １ ０ ○
1-(5)-A

0408 薬物乱用防止対策の推進 保福 ○ ４ ０ ０ ０ ０ ○

1102 安全・安心な教育環境づくり（再） 教育 ○ ０ ６ ０ １ ０ ○

0307 消費生活の安定と向上の推進 環生 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0409 生活衛生対策の推進 保福 ○ - - - - - ○

0410 食品衛生対策の推進（再） 保福 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

1-(5)-B 0601 高付加価値農業の推進（再） 農政 ○ １ ０ １ ２ ０ ○

0704 安全・安心な水産物の安定供給と競争力強化（再） 水林 ○ ２ １ ０ １ ０ ○

0308 人権が尊重される社会の実現 環生 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○
1-(5)-C

0309 アイヌの人たちの社会的・経済的地位の向上 環生 ○ - - - - - ○

0102 総合的な危機対策の推進 総務 ○ １ ０ １ １ ０ ○

1102 安全・安心な教育環境づくり（再） 教育 ○ ０ ６ ０ １ ０ ○
1-(6)-A

2103 防災危機管理対策の推進 道警 ○ １ ０ ０ ０ １ ○

0406 高齢者や障がいのある人等が安心して暮らせる社会の形成（再） 保福 ○ ８ １ １ ２ １ ○

0103 警戒避難体制の整備（再） 総務 ○ ５ ４ ２ １ ０ ○
1-(6)-B

0104 原子力安全対策の推進 総務 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0103 警戒避難体制の整備（再） 総務 ○ ５ ４ ２ １ ０ ○

0202 社会資本整備等の推進（再） 総政 ○ １ ０ ２ ０ ０ ○

0802 大規模自然災害対策の推進（再） 建設 ○ ３ ３ ２ ０ １ ○

1-(7)-A 0803 道路交通ネットワークの形成（再） 建設 ○ １ １ １ ０ ０ ○

0804 住宅・建築物の耐震化の促進 建設 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○

1102 安全・安心な教育環境づくり（再） 教育 ○ ０ ６ ０ １ ０ ○

0405 地域医療の確保（再） ○ ７ ０ ３ １ ０ ○保福･病院

0202 社会資本整備等の推進（再） 総政 ○ １ ０ ２ ０ ０ ○

0509 企業誘致の推進・集積の促進（再） 経済 ○ １ ０ １ ０ ０ ○
1-(7)-B

0512 環境・エネルギー産業の振興（再） 経済 ○ ５ １ ２ １ ０ ○

0604 農業農村整備の推進（再） 農政 ○ ４ ０ １ ０ ２ ○

注１： 政策体系」は８頁「北海道総合計画の政策体系表」を参照「

注２： 部局」の凡例／総務部＝総務、総合政策部＝総政、環境生活部＝環生、保健福祉部＝保福、経済部＝経済、農政部＝農政、「

水産林務部＝水林、建設部＝建設、北海道企業局＝企業、道立病院局＝病院、教育庁＝教育、北海道警察本部＝道警
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【政策分野２：経済・産業】

取組の目標の達成に向けた 成果指標の達成状況

分 析政策 今年度の進捗状況 （指標数）
施策（コード／名称） 部局

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ａ ｂ
体系 概 ね 順 調 課題等はあるが 遅れ･未着手が 判定

不可に 展 開 引き続き推進 あり改善が必要

0601 高付加価値農業の推進（再） 農政 ○ １ ０ １ ２ ０ ○

0602 農業生産の振興 農政 ○ ２ ０ １ ０ １ ○

0604 農業農村整備の推進（再） 農政 ○ ４ ０ １ ０ ２ ○

2-(1)-A 0603 農業の担い手の育成・確保と農業経営の総合的な体質強化 農政 ○ １ ０ ２ １ ０ ○

0606 鳥獣による農業被害防止対策の推進（再） 農政 ○ ０ ０ ０ ２ ０ ○

0605 農村活性化対策の推進 農政 ○ ２ １ ０ ０ ０ ○

0607 道営競馬の推進 農政 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0704 安全・安心な水産物の安定供給と競争力強化（再） 水林 ○ ２ １ ０ １ ０ ○

0705 栽培漁業の推進や経営の安定化等による水産業の振興 水林 ○ １ ２ １ ０ ０ ○
2-(1)-B

0703 海獣等による漁業被害対策の推進（再） 水林 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○

0706 水産業の担い手対策の推進 水林 ○ ０ ０ ０ １ ０ ○

0701 森林資源の循環利用の推進による林業及び木材産業等の振興（再） 水林 ○ ５ １ ０ ０ ０ ○

2-(1)-C 0707 木質バイオマスエネルギーの利用促進（再） 水林 ○ ３ ０ １ ０ ０ ○

0708 林業の担い手対策の推進 水林 ○ ０ ０ ０ ０ ２ ○

0510 高い付加価値を生み出すものづくり産業の振興 経済 ○ ０ ０ ０ ２ ０ ○

2-(2)-A 0511 健康長寿・医療関係産業の創造（再） 経済 ○ ２ ０ ０ １ １ ○

0501 食関連産業の振興（再） 経済 ○ ４ ０ ２ ２ ０ ○

0410 食品衛生対策の推進（再） 保福 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

0501 食関連産業の振興（再） 経済 ○ ４ ０ ２ ２ ０ ○
2-(2)-B

0704 安全・安心な水産物の安定供給と競争力強化（再） 水林 ○ ２ １ ０ １ ０ ○

0502 道産食品の販路拡大 経済 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0509 企業誘致の推進・集積の促進（再） 経済 ○ １ ０ １ ０ ０ ○

2-(2)-C 0511 健康長寿・医療関係産業の創造（再） 経済 ○ ２ ０ ０ １ １ ○

1002 工業用水の安定供給による企業立地環境の整備 企業 ○ ３ ０ １ ０ ０ ○

2-(3)-A 0506 中小・小規模企業の振興 経済 ○ ２ ０ ０ １ ０ ○

2-(3)-B 0507 地域商業の活性化 経済 ○ ０ ０ ０ ２ ０ ○

2-(3)-C 0805 建設産業支援の取組促進 建設 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○

0511 健康長寿・医療関係産業の創造（再） 経済 ○ ２ ０ ０ １ １ ○

2-(4)-A 0513 科学技術の振興と技術支援の推進（再） 経済 ○ ４ ０ ０ ０ １ ○

0101 北海道公立大学法人札幌医科大学への運営支援（再） 総務 ○ ０ ０ １ ０ １ ○

0303 地球温暖化対策の推進と環境に配慮する人づくり（再） 環生 ○ ２ ０ １ １ １ ○

0512 環境・エネルギー産業の振興（再） 経済 ○ ５ １ ２ １ ０ ○
2-(4)-B

0707 木質バイオマスエネルギーの利用促進（再） 水林 ○ ３ ０ １ ０ ０ ○

1001 水力発電によるエネルギーの安定供給への寄与 企業 ○ ３ ０ ０ ０ ０ ○

0203 (地独)北海道立総合研究機構の運営支援 総政 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○
2-(4)-C

0513 科学技術の振興と技術支援の推進（再） 経済 ○ ４ ０ ０ ０ １ ○

0204 総合交通ネットワークの形成（再） 総政 ○ ７ ３ ０ ２ ０ ○

0503 道産食品の輸出拡大 経済 ○ ０ ０ ０ １ ０ ○
2-(5)-A

0601 高付加価値農業の推進（再） 農政 ○ １ ０ １ ２ ０ ○

0704 安全・安心な水産物の安定供給と競争力強化（再） 水林 ○ ２ １ ０ １ ０ ○

0204 総合交通ネットワークの形成（再） 総政 ○ ７ ３ ０ ２ ０ ○

2-(5)-B 0508 経済 ○ １ ０ ０ １ ０ ○世界の中の北海道を意識した海外市場の開拓(ASEAN､東アジアほか)

0205 総政 ○ ０ ０ ０ １ ０ ○世界の中の北海道を意識した海外市場の開拓(ロシアほか)

0504 滞在交流型観光地づくりの推進 経済 ○ ２ １ ０ １ ０ ○
2-(6)-A

0204 総合交通ネットワークの形成（再） 総政 ○ ７ ３ ０ ２ ０ ○

0206 国際会議等の誘致推進 総政 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

2-(6)-B 0505 誘客活動の推進 経済 ○ ３ ０ ０ ０ ０ ○

0204 総合交通ネットワークの形成（再） 総政 ○ ７ ３ ０ ２ ０ ○

0515 雇用の受け皿づくり 経済 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○
2-(7)-A

0518 産業人材の育成 経済 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0516 多様な人材の就業促進（再） 経済 ○ ６ １ １ １ ０ ○
2-(7)-B

0514 就業環境の整備（再） 経済 ○ ０ ０ １ ４ １ ○
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【政策分野３：人・地域】

取組の目標の達成に向けた 成果指標の達成状況

分 析政策 今年度の進捗状況 （指標数）
施策（コード／名称） 部局

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ ａ ｂ
体系 概 ね 順 調 課題等はあるが 遅れ･未着手が 判定

不可に 展 開 引き続き推進 あり改善が必要

0207 地域政策の推進（再） 総政 ○ ２ １ ０ ０ ０ ○

0204 総合交通ネットワークの形成（再） 総政 ○ ７ ３ ０ ２ ０ ○

3-(1)-A 0310 市民活動の促進及び市民と行政との協働の推進 環生 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0801 北国らしい個性豊かで活力のある住まい・まちづくりの推進（再） 建設 ○ ３ １ １ ０ ０ ○

0208 集落対策の推進 総政 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

0209 移住･定住の推進（再） 総政 ○ ６ ０ １ ０ ０ ○
3-(1)-B

0517 産業人材の確保 経済 ○ ２ ０ １ ０ ０ ○

3-(1)-C 0210 ＩＣＴの利活用の推進 総政 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

1102 安全・安心な教育環境づくり（再） 教育 ○ ０ ６ ０ １ ０ ○

1101 確かな学力を育む教育の推進 教育 ○ １ ８ ０ １ ０ ○

1103 心身の健やかな成長を促す教育の推進 教育 ○ ０ ４ ０ ０ ０ ○

1104 幼児教育・子育て支援の充実 教育 ○ ０ ０ ０ ０ ２ ○
3-(2)-A

1105 特別支援教育の推進 教育 ○ １ ２ ０ ０ ０ ○

1106 キャリア教育の推進 教育 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

1107 生涯学習の推進 教育 ○ １ １ ０ ０ ０ ○

0105 私立学校等への支援（再） 総務 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

0211 グローバル人材等の育成 総政 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

1108 国際理解教育の充実 教育 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○
3-(2)-B

0212 地域のグローバル化に向けた環境整備等（再） 総政 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

0105 私立学校等への支援（再） 総務 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

0213 いじめ防止対策の推進 総政 ○ ０ ０ １ １ ０ ○

3-(2)-C 1109 豊かな人間性と社会性を育む教育の推進 教育 ○ ０ ０ １ １ ０ ○

0311 青少年の健全な育成 環生 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0411 高齢者や障がいのある人等の社会参加の促進 保福 ○ ２ ２ ０ ２ ０ ○
3-(3)-A

0516 多様な人材の就業促進（再） 経済 ○ ６ １ １ １ ０ ○

0312 男女平等参画社会の実現 環生 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○
3-(3)-B

0516 多様な人材の就業促進（再） 経済 ○ ６ １ １ １ ０ ○

0313 アイヌ文化の振興 環生 ○ - - - - - ○

3-(4)-A 1110 教育分野における芸術・文化活動の振興（再） 教育 ○ ２ ０ ０ ０ １ ○

0314 北海道独自の歴史・文化の発信と継承 環生 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0214 北海道150年事業の推進 総政 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

3-(4)-B 0106 赤れんが庁舎の利用促進 総務 ○ １ ０ ０ ０ ０ ○

0315 地域における文化・芸術活動の振興（再） 環生 ○ １ ０ ０ ０ １ ○

1110 教育分野における芸術・文化活動の振興（再） 教育 ○ ２ ０ ０ ０ １ ○
3-(4)-C

0315 地域における文化・芸術活動の振興（再） 環生 ○ １ ０ ０ ０ １ ○

0316 地域スポーツ活動の推進と環境の充実 環生 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○
3-(5)-A

0806 都市公園の整備・維持管理・更新の推進（再） 建設 ○ ２ １ ０ ０ ０ ○

3-(5)-B 0317 世界で活躍するトップアスリートの育成 環生 ○ １ ０ ０ １ ０ ○

0215 市町村自治の振興 総政 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

0216 地方分権の推進 総政 ○ ０ ０ ０ １ ０ ○
3-(6)-A

0207 地域政策の推進（再） 総政 ○ ２ １ ０ ０ ０ ○

0209 移住・定住の推進（再） 総政 ○ ６ ０ １ ０ ０ ○

3-(6)-B 0212 地域のグローバル化に向けた環境整備等（再） 総政 ○ ２ ０ ０ ０ ０ ○

3-(6)-C 0107 北方領土復帰対策等の推進 総務 ○ ０ １ ０ ０ ０ ○

0202 社会資本整備等の推進（再） 総政 ○ １ ０ ２ ０ ０ ○

0802 大規模自然災害対策の推進（再） 建設 ○ ３ ３ ２ ０ １ ○
3-(7)-A

0807 下水道施設の整備・維持管理・更新の推進 建設 ○ １ ２ ０ ０ ０ ○

0806 都市公園の整備・維持管理・更新の推進（再） 建設 ○ ２ １ ０ ０ ０ ○

0204 総合交通ネットワークの形成（再） 総政 ○ ７ ３ ０ ２ ０ ○
3-(7)-B

0803 道路交通ネットワークの形成（再） 建設 ○ １ １ １ ０ ０ ○
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事務事業ごとの評価結果

部局名 施策名 主な対応方針（評価調書より抜粋） 関連事務事業 方向性
施策 施策評価による
コード 改善点等

指標:全道の医療施設に従 大学法人室総合調整等 施 策 推 進
総務部 北海道公立大学法 地域医療提供体制の整備、健康医療関連分野の更な

事する医師数［Ｃ］ 業務 に向け改善
01-01 人札幌医科大学へ る充実を図るための札幌医科大学への支援を引き続き

の運営支援 行う。
地域防災マスター認定研修会などについて、地域の

指標:自主防災組織活動カ 実情に応じた開催方法の検討などを行う。 施 策 推 進
地域防災力強化対策費

バー率［Ｄ］ 地域防災マスターなどとも連携しながら、自主防災 に向け改善
総合的な危機対策

01-02 組織の結成を働きかけていく。
の推進

指標:防災訓練の実施市町 施 策 推 進
市町村に対して防災訓練の実施計画に関する調査を 総合防災体制整備費

村数［Ｃ］ に向け改善
行い、道として必要な支援をするとともに、訓練実施 （ まさか」に備える危「

）の働きかけを行っていく。 機対策総合推進事業費

火山･地震防災体制強化 施 策 推 進
指標:避難勧告等に係る具 避難勧告等に係る具体的な発令基準について、未策

推進費 に向け改善
体的な発令基準の策定状 定の市町村に対し、各市町村に応じた支援を行い、策
況［Ｃ］ 定を推進する。

大雪山のハザードマップ作成については、各関係機

火山･地震防災体制強化 施 策 推 進
指標:常時観測火山（９火 関や有識者においてハザードマップ作成に必要となる

推進費 に向け改善
01-03 警戒避難体制の整備 山）のハザードマップの 「噴火シナリオ」の確認と、影響範囲の想定シミュレ

作成状況［Ｃ］ ーションが完了したところであり、今後、ハザードマ
ップを完成させる。

施 策 推 進
指標:地域防災備蓄整備方 地震被害想定、津波浸水想定区域が公表されること

に向け改善
針を策定した振興局数 に伴い これまで策定していなかった振興局において 防災資機材整備費、 、
［Ｄ］ 地域防災備蓄整備方針の策定に向けて取り組む。

北方領土隣接地域振興 施 策 推 進
国の外交交渉をあと押しするため、北方領土返還要

等補助金 に向け改善
求運動の推進や北方四島における共同経済活動の推進

、 、
01-07

北方領土復帰対策 より一層の成果の発現に など環境整備に努めるとともに 元島民等の援護対策

北方領土対策本部総合 再 構 築 に
等の推進 向け取組を強化 北方領土隣接地域の振興及び住民の生活の安定を図る

調整等業務 向 け 縮 小
ため、国や他の地方自治体、関係団体等と連携のもと
に諸施策を推進する。

総合 橋梁の修繕・更新の実施とともに耐震化を推進し、

施 策 推 進
政策部 指標:緊急輸送道路上等の 耐災害性の向上を図るほか、今後は効果的に施策を進

に向け改善
橋梁の耐震化率（道道） めるため、必要な予算の確保及び早期着手に向けた準 国費予算関係促進費

社会資本整備等の ［Ｃ］ 備などの建設部の取組と連携し、北海道強靭化計画の
02-02

推進 着実な推進に向けて取組を強化する。

指標:リスク分散による企 施 策 推 進
セミナーや企業訪問等の取組を強化するなどの経済

業立地件数［Ｃ］ に向け改善
部の取組と連携し、北海道強靭化計画の着実な推進に 国費予算関係促進費
向けて取組を強化する。

道立総合研究機構関連
地方独立行政法人 道総研が研究開発を行い その成果を道民に還元し、 、
北海道立総合研究 より一層の成果の発現に 道民生活の向上や道内産業の振興に貢献できるよう、 施 策 推 進

02-03 経費（運営費交付金）
機構(道総研)の運 向け取組を強化 引き続き、道総研の運営や施設整備等に関する諸課題 に向け改善

ほか１事業
営支援 の調整及び支援を行っていく。

総合交通ネットワ 小口貨物混載輸送検討 施 策 推 進指標:道産食品輸出額 Ｄ［ ］ 本道の更なる輸出拡大に向け、今年度の小口貨物混

ークの形成 事業費 に向け改善
02-04 載輸送検討事業の成果を普及するとともに、関係機関

と連携しながら必要な取組を検討する。指標:輸出額［Ｄ］

北海道･ロシア連邦地域 施 策 推 進
世界の中の北海道を 極東地域及び欧露部との経済交流促進や、道の海外

間協力キックオフ事業 に向け改善
02-05 意識した海外市場の 指標:輸出額［Ｄ］ 拠点を活用した企業支援、フェアや商談会の開催など

開拓 ロシアほか 輸出支援に取り組んでいく。（ ）

指標:ちょっと暮らし滞在 施 策 推 進
本道への移住関心者が、道内で移住体験を行う「ち 地方創生対策推進費 い（

日数[Ｃ] に向け改善
02-09 移住・定住の推進 ょっと暮らし」の利用促進に向けて、情報発信の強化 なか暮らし応援プログ

に努める。 ラム推進事業）

いじめ調査委員会の運 施 策 推 進
北海道いじめ調査委員会において、引き続き、いじ

営に関する事務 に向け改善
め重大事態の調査結果について再調査の必要性を審議
し、いじめ重大事態に適切に対応していく。

指標:いじめに対する意識 施 策 推 進
いじめ等の未然防止に向けては、児童生徒が自らい 子どもの人間関係づく

に向け改善02-13 （小学校 ［Ｃ］
いじめ防止対策の じめ等の問題について学び、主体的に考えたり、コミ

） り推進費 ほか１事業
（教育庁）推進 ュニケーション能力の向上を図る取組が必要であるた

（中学校 ［Ｄ］）
め、自己肯定感やコミュニケーションスキルを高める

いじめ等対策総合推進 再 構 築 になどの指導プログラムの調査研究及び普及啓発、児童

事業費（教育庁） 向 け 縮 小生徒自身がいじめ等の問題行動について考える機会の
充実に取り組む。

北海道150年事業の より効果的・効率的に取 「北海道150年事業」の実施により高めた北海道の 再 構 築 に
推進 り組む事項 魅力 企業等との連携を道政の各施策へつなげていく 向 け 終 了

02-14 北海道150年事業費
、 。

施 策 推 進
指標:特区制度等を活用した 新たな道州制特区等の提案の検討及び市町村への提

に向け改善
02-16 地方分権の推進 権限移譲及び規制緩和等 案募集方式の制度の周知・活用に向けた一層の取組を 地域主権推進事業費

に関する国への提案数[Ｄ] 行っていく。
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部局名 施策名 主な対応方針（評価調書より抜粋） 関連事務事業 方向性
施策 施策評価による
コード 改善点等

環境 市町村の捕獲対策の強化を一層促進するとともに、

野生動物等の適正 指標:エゾシカ個体数指数 捕獲従事者育成等事業 施 策 推 進
生活部 捕獲困難地等で道が実施する捕獲事業について、捕獲

な管理 （東部・西部 ［Ｄ］ 費 ほか５事業 に向け改善
03-02 効率の一層の向上を図る。また、これらに加えて、エ

）
ゾシカジビエ利用拡大に向けた狩猟者・食肉処理施設
等への支援に取り組み、狩猟による捕獲を促進する。
国の地球温暖化対策の動向や社会情勢等を踏まえ、

指標:温室効果ガス排出量 普及啓発イベントの開催など、国や市町村など関係機 ストップ・ザ・温暖化 施 策 推 進
地球温暖化対策の

［Ｄ］ 関と連携しながら、温室効果ガス排出削減等に向けた 推進事業 ほか１事業 に向け改善
03-03 推進と環境に配慮

取組を実施していく。
する人づくり

指標:新エネルギー導入目 国の食料産業・６次産業化交付金を活用し、道内市 地域バイオマス利活用 施 策 推 進
標(熱利用分野:熱量) Ｃ 町村のバイオマス利活用の取組を支援する。 促進事業費 に向け改善［ ］

災害廃棄物の処理に関 施 策 推 進
指標:市町村における災害 道では北海道災害廃棄物処理計画を平成29年度末に

する事務 に向け改善
03-04 循環型社会の形成 廃棄物処理計画の策定率 策定したところであり、今後、国と共催するセミナー

［Ｄ］ などを通じ、市町村での計画策定を促す。
指標であるメールマガジン登録者数の促進を図るた

指標:「安全安心な地域づ
め、更に内容の充実を図り、速報性を高めるなどの課 犯罪のない安全で安心な 施 策 推 進

くりメールマガジン」登
題に取り組むほか、様々な媒体及び各種行事等を活用 地域づくり推進事業費 に向け改善

録者数［Ｄ］
して、登録依頼に努める。

安全で安心な地域 犯罪被害者等からの相談が依然として多数寄せられ
03-06

づくり ている状況があることから、北海道における犯罪被害
より一層の成果の発現に 者等支援施策の一層の充実を図るため、道警、市町村 犯罪被害者等支援推進 施 策 推 進
向け取組を強化 及び関係機関・団体と連携しながら、被害者等の相談 事業費 に向け改善

体制等の充実について検討を進め、必要な取組を実施
していく。

世界で活躍するト オリンピック・パラリ
北のTOPプロジェクトによる関係部局間の取組をよ

り一層推進し、東京オリンピック・パラリンピック開 施 策 推 進
03-17 ップアスリートの 指標:道産食品輸出額 Ｄ ンピック大会の招致及［ ］

催に伴う道産食品輸出額増加につなげる取組をより一 に向け改善
育成 び開催効果の波及

層、推進する。
保健 次世代教育のための出前講座実施学校数の拡大に努

指標:次世代教育のための 地域少子化対策強化事 施 策 推 進
福祉部 め、次の世代の親となる若い世代に対し、結婚し、家

出前講座実施数［Ｃ］ 業費 に向け改善
庭を築き、子どもを生み育てることの素晴らしさや、
妊娠・出産に関する正しい知識について学び、自己の
将来を考える機会を提供できるよう引き続き取り組む。

結婚・出産環境支
04-01 出生数の減少や市町村の相談支援機能の充実などの

援の充実
要因により相談数は減少傾向だが、妊娠・出産等に関

指標:妊娠・出産に関する する様々な不安や悩みを抱える方々の潜在的ニーズは 女性と子どもの健康支 施 策 推 進
相談件数［Ｄ］ まだあると考えられるため、引き続き、市町村と連携 援対策事業費 に向け改善

した相談支援体制の整備・充実に努めるとともに 「女、
」 。性の健康サポートセンター の更なる広報周知を図る

小児の三次救急医療体制について、医療関係者等の
意見を踏まえ、国に対し地域の実情に応じた弾力的な
運用を可能とするなどの補助要件の見直しを要望する 体系的な小児医療の提 施 策 推 進

指標:小児科医師数［Ｄ］
とともに、小児科医師の養成に対して支援行うなど小 供体制の充実 ほか５事業 に向け改善
児科医師の確保に努め、引き続き体系的な小児医療の

小児・周産期医療 提供体制を維持する。
04-02

体制の確保 総合周産期母子医療センターの指定に向けて関係機
関と連携し、産婦人科医師の養成に対しての支援や地

指標:総合周産期医療セン 域枠医師の活用などにより産婦人科医師の確保に努め 周産期医療システム整 施 策 推 進
ター 指定 の整備 Ｄ るとともに、第三次医療圏内におけるハイリスク分娩 備事業費 ほか２事業 に向け改善（ ） ［ ］

などについては、引き続き国指定及び道認定の総合周
産期母子医療センターにおいて対応する体制を維持する｡
国の子育て安心プランを踏まえ、引き続き、市町村

指標:保育所入所待機児童 子育て支援対策事業費 施 策 推 進
に対し、保育ニーズの的確な把握及び整備計画への反

数[Ｄ] ほか２事業 に向け改善
04-03 子育て支援の充実 映について、働きかけるとともに、保育業務に従事す

る子育て支援員の養成などにより、待機児童の解消を
図る。

より一層の成果の発現に 児童虐待防止対策推進 施 策 推 進
地域全体で子ども 家庭での適切な養育を受けられない子どもが、でき

向け取組を強化 事業 に向け改善
04-04 を見守り育てる社 るだけ家庭的な環境で養育されるよう、小規模グルー

会づくり プ化を推進する。
指標:全道の医療施設に従 地域の医療提供体制を確保するため、引き続き、小
事する医師数［Ｃ］ 児科医の養成支援などを含む様々な施策や「医師版ち

ょっと暮らしパンフレット」を関係機関や医療関係者 地域医療支援センター 施 策 推 進
04-05 地域医療の確保 指標:小児科医師数［Ｄ］

が集まるイベントで配布するなど、医師確保対策を推 運営事業費 ほか９事業 に向け改善
指標:ちょっと暮らし滞在 進するとともに、国に対し、様々な機会を通じて制度
日数[Ｃ] の改善について要請していく。
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部局名 施策名 主な対応方針（評価調書より抜粋） 関連事務事業 方向性
施策 施策評価による
コード 改善点等

保健 各災害拠点病院においては、施設の耐震化をはじめ
福祉部 とする体制整備を進めているところであり、災害医療

指標:災害拠点病院及び救
体制のさらなる充実に向け、これまで養成してきた災 災害拠点病院整備事業 施 策 推 進

命救急センターの耐震化
害医療従事者の量及び質双方の維持・向上に向けた取 費補助金 に向け改善

率[Ｃ]
り組みを進めるとともに、災害拠点病院における体制
の強化を図る。

遠隔医療等医療のＩＴ 施 策 推 進
地域医療提供体制の整備を進めるため、病床機能の

化 ほか１事業 に向け改善
分化・連携や医療の情報化を促進するための事業への
支援を引き続き行う。

04-05 地域医療の確保
長距離患者搬送体制のさらなる充実に向け、実績を

患者搬送航空機運航事 施 策 推 進
踏まえた運航調整委員会等による検証や関係機関との

業 に向け改善
より一層の成果の発現に 連携を図り、有効性を最大限発揮させるため関係機関
向け取組を強化 との連携強化を図るとともに国が主体となった運航圏

拡大について、引き続き国に要請していく。
道立病院の経営について、引き続き、北海道病院事

業改革推進プランに基づき、医師を始めとする人材の 病院事業の経営企画及 施 策 推 進
確保、収益の確保、費用の縮減など経営改善の取組を び計画に関すること に向け改善
進める。

福祉人材センター運営 施 策 推 進
指標:北海道福祉人材セン 就業者の増加に向けて、潜在介護福祉士等の掘り起

事業費 に向け改善
ターの支援による介護職 こしや高校や大学への働きかけを強化し、若年層の取
の就業者数［Ｄ］ り込みを継続して実施する。

指標:特別養護老人ホーム 社会福祉施設整備事業 施 策 推 進
地域の実情に応じた特別養護老人ホームの施設建設

定員数［Ｄ］ 費 ほか１事業 に向け改善
等が、市町村の介護保険事業計画に基づき、計画的に
推進されるため今後も補助等を行う。

高齢者や障がいの
各（総合）振興局等と連携して市町村へ積極的に助 保健福祉部総合調整等

ある人等が安心し
04-06 指標:福祉避難所の指定状 言・働きかけ等を行い、福祉避難所の指定をはじめと 業務（市町村における 施 策 推 進

て暮らせる社会の
況[Ｃ] した災害時要配慮者支援体制のより一層の充実に取り 福祉避難所の指定に関 に向け改善

形成
組む。 する事務）
利用者のQOLの向上を目指し、多職種からの専門的

より一層の成果の発現に 地域包括支援センター 施 策 推 進
な助言を得て介護予防に資するケアプラン作成とプラ

向け取組を強化 機能充実事業費 に向け改善
ンに則したケア等の提供を行うための「介護予防のた
めの地域ケア個別会議」の立ち上げ支援などを行い、
地域ケア会議の定着・充実を図っていく。

指標:特定健康診査受診率 特定健診受診率向上に向けた普及啓発等を実施して 施 策 推 進
健康づくり推進事業費

［Ｄ］ おり、徐々に効果が見られるものの、引き続き取り組む。 に向け改善
、市町村における乳幼児歯科保健を推進するためには

地域で母子歯科保健事業に従事する歯科衛生士、保健
指標:むし歯のない3歳児

師、栄養士、保育士等の資質向上が必要なことから、
の割合［Ｄ］

フッ化物利用の普及啓発に加えて、専門職に対する研
修を実施する。 施 策 推 進

地域歯科保健対策事業費
フッ化物洗口については、継続して実施している地 に向け改善

域において、むし歯予防効果が示されていること及び
指標:フッ化物洗口実施市

04-07 健康づくりの推進 安全に実施されていることから、引き続き教育庁や地
町村の数［Ｄ］

元歯科医師会等と連携して、未実施市町村に導入に向
けた働きかけを行う。

指標:脳卒中に関する地域
連携クリティカルパス導 脳卒中及び心筋梗塞等の心血管疾患に関する地域連

地域連携クリティカル 施 策 推 進
入二次医療圏域［Ｄ］ 携クリティカルパスについて、北海道医療計画に基づ

パス活用事業 に向け改善
指標:心筋梗塞等の心血管 きパス導入に向けた圏域への普及啓発を実施している。
疾患に関する地域連携ク パス未導入圏域については、地域の現状把握をしなが
リティカルパス導入二次 ら、引き続き導入に向けた普及啓発を行う。
医療圏域［Ｄ］

北海道障がい者条例に基づいて策定した「第５期北
指標:福祉施設から一般就

海道障がい福祉計画」に基づき、関係機関のネットワ
高齢者や障がいの 労への移行［Ｄ］

ークの充実など、障がい者の就労支援施策の充実・強 障がい者就労支援推進 施 策 推 進
04-11 ある人等の社会参

化を推進し 「一般就労の推進」及び「多様な就労の 事業費 ほか２事業 に向け改善
加の促進 指標:対象事業所の平均工

、
機会の確保 「工賃水準の向上」に向けた取組を進め

賃月額［Ｄ］
」、

る。
経済部 食品産業振興対策費 地

食品工業の付加価値生産性をさらに向上するため、
（

域食品加工技術センタ 施 策 推 進
地域における食品加工技術の高度化に向けた研究開発･

ー運営事業費 補助金 に向け改善
指標:製造業の付加価値生 技術支援をはじめ 産学官金による食クラスター活動、 、

（ ）
05-01 食関連産業の振興 ほか１事業

産性［Ｄ］ 人材の育成、付加価値の高い商品開発の支援や商品の
磨き上げを行う商談会等の開催など、食品製造業の高 再 構 築 に

食品製造業の人材育成

付加価値化に取り組む。 向 け 終 了
事業（戦プロ）
ほか１事業
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部局名 施策名 主な対応方針（評価調書より抜粋） 関連事務事業 方向性
施策 施策評価による
コード 改善点等

経済部 食の高付加価値化を推進していくため、北海道食品

指標:ヘルシーDo累計認定 再 構 築 に
機能性表示制度(ヘルシーＤｏ)の認定件数の増加に必 機能性食品・素材バリ

件数［Ｄ］ 向 け 終 了
要な取組みを進めていく。なお、関連する事務事業は ューチェーン強化パッ

今年度で終了予定であることから、新たな取組みにつ ケージ事業

いて検討を行う。

企業と一次産業との連携による食産業の競争力強化

指標:企業と一次産業との 再 構 築 に
を推進するため、企業と一次産業との連携プロジェク 機能性食品・素材バリ

連携プロジェクト数 Ｃ 向 け 終 了
05-01 食関連産業の振興 ト数の増加に必要な取組みを進めていく。なお、関連 ューチェーン強化パッ

［ ］
する事務事業は今年度で終了予定であることから、新 ケージ事業

たな取組みについて検討を行う。

食の高付加価値化を推進していくため、機能性素材

再 構 築 に
指標:機能性素材の新規研 の新規研究開発プロジェクト数の増加に必要な取組み 機能性食品・素材バリ

向 け 終 了
究開発プロジェクト数 を進めていく。なお、関連する事務事業は今年度で終 ューチェーン強化パッ

［Ｃ］ 了予定であることから、新たな取組みについて検討を ケージ事業

行う。

新たな市場への展開や、今後、輸出額を大きく伸ば

再 構 築 に
すことが期待できる機能性食品等の良質な道産食品の 新規市場食需要開拓推

向 け 終 了
05-03 道産食品の輸出拡大 指標:道産食品輸出額 Ｄ 輸出促進を着実に進める。なお、関連する事務事業は 進事業（戦プロ）［ ］

今年度で終了予定であることから、新たな取組につい ほか１事業

て検討を行う。

観光客の長期滞在化に向け、地域の観光資源の発掘・

磨き上げによる新たな魅力ある観光商品づくりはもと

滞在交流型観光地 より、新たなツーリズムなど、一年を通じて地域に滞 地域イベントに関する 施 策 推 進
05-04 指標:宿泊延べ数［Ｄ］

づくりの推進 在しながら楽しむことができる観光メニューづくりを 事務 ほか３事業 に向け改善

進めていく。また、効果的な取り組みとなるよう事業

の見直しについて検討を進める。

女性や若者、アクティブシニアなど多様で意欲的な

中小・小規模企業 ふるさと経済活性化の 施 策 推 進
人材の創業を促進するため、創業に要する資金調達支

の振興 ための起業応援事業 に向け改善
05-06 指標:開業率［Ｄ］ 援、事業や経営に必要な知識・ノウハウ習得のための

指導など、開業率を更に向上するための効果的な取組

を行う。

指標:来街者数が現状維持 本道の地域商業は、来街者数や小売店の減少などに

施 策 推 進
または増加している商店 より依然として厳しい状況にあることから、空き店舗 空き店舗を活用したコ

に向け改善
05-07 地域商業の活性化 街の割合［Ｄ］ を活用したコミュニティビジネス創出の取組を支援す ミュニテイビジネス創

るなど、地域商業の活性化や中心市街地活性化などに 出加速事業
指標:空き店舗率［Ｄ］

向けた取組に対する総合的な支援を継続的に実施する｡

輸出額の目標達成に向け、北海道ＡＳＥＡＮ事務所

北海道ASEAN事務所運営 施 策 推 進
における機能を強化し、ＡＳＥＡＮ全体の市場ニーズ

事業費 に向け改善
の収集・把握を行うことで、道内市町村や道内企業の

世界の中の北海道 海外での活動や販路開拓の支援を行い、経済交流の一

を意識した海外市 層の促進を図る。また、知名度が高まりつつある食や
05-08 指標:輸出額［Ｄ］

場の開拓（ASEAN、 観光分野と連動して、工芸品やアイヌ文化などの新た

HOKKAIDOブランド海外 再 構 築 に
東アジアほか） な分野の海外展開を推進することで 更なる 北海道、 「 」

展開促進事業 向 け 終 了
ブランドの付加価値向上を図る。なお、関連する事務

事業は今年度で終了予定であることから、新たな取組

みについて検討を行う。

指標:リスク分散による企 施 策 推 進
首都圏等との同時被災リスクが低いこと等、リスク 本社機能・オフィス拠

業立地件数［Ｃ］ に向け改善
分散の適地としての北海道の立地環境をPRするために 点誘致推進事業（創生、

セミナーや企業訪問等の取組を強化していく。 交付金）

石狩湾新港地域開発連絡協議会と連携し、地域にお 石狩湾新港地域開発推 施 策 推 進
企業誘致の推進・

05-09 ける企業誘致などの取組を推進する。 進費（事業費） に向け改善
集積の促進

より一層の成果の発現に 苫小牧東部開発連絡協議会と連携し、地域における 苫小牧東部地域開発推 施 策 推 進

向け取組を強化 企業誘致などの取組を推進する。 進費 に向け改善

産業振興条例に基づく助成制度を積極的に活用し、 企業立地促進費（企業 施 策 推 進

更なる企業立地の促進を図る。 立地促進費補助金） に向け改善
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部局名 施策名 主な対応方針（評価調書より抜粋） 関連事務事業 方向性
施策 施策評価による
コード 改善点等

経済部 道内企業においては、ものづくりの技術力の水準が
高いものの知名度が低いため、販路の確保が不十分な

指標:製造業の付加価値生 企業が多くあることから、道外へのＰＲや、生産性向 参入促進支援事業 施 策 推 進
産性［Ｄ］ 上のための省力化や効率化等のニーズの把握、更なる ほか３事業 に向け改善

マッチングに向けた取組など、自動車・食関連機械分
野、さらには今後の成長可能性が高い航空機関連分野

高い付加価値を生
への参入促進に向けた支援を行う。

05-10 み出すものづくり
また、人口減少や若者の道外流出などにより、道内

産業の振興
技術者の不足に加え、新規採用も困難な状況なため、 業界間連携による自動

指標:加工組立型工業の製 道外から即戦力となる専門的なスキルを持った人材の 車・食関連機械分野の 再 構 築 に
造品出荷額等［Ｄ］ 確保や、地元等の新規学卒予定者等へのものづくり企 製品開発モデル事業 戦 向 け 縮 小（

業への理解促進・認知度向上に取り組むとともに、Ａ プロ）
ＩやＩｏＴ、ロボット技術などの活用による生産性向
上に取り組む。

、健康長寿産業は成長が見込める産業であることから

「健康・医療」関連分
引き続き道内企業の対応力を高めるための啓発セミナ

健康長寿・医療関 指標:製造業の付加価値生 ーの開催や展示会によるビジネスチャンス拡大を図り 再 構 築 に
05-11 野参入促進事業(戦プ

、
係産業の創造 産性［Ｄ］ 道内ものづくり産業の更なる参入促進を図る。なお、 向 け 終 了

ロ) ほか２事業
、関連する事務事業は今年度で終了予定であることから

新たな取組みについて検討を行う。
「新エネルギー導入加速化基金」を活用して、引き

エネルギー地産地消事
指標:温室効果ガス排出量 続き、地域の特性を活かしたエネルギー地産地消の取

組を支援し、新エネルギー導入の加速を図る。 施 策 推 進［Ｄ］
業化モデル支援事業

省エネ・新エネ化の促進を図るため、北海道発の先 に向け改善ほか１事業
指標:新エネルギー導入目 進的なエネルギー関連技術の研究開発等への支援を実

環境・エネルギー
05-12 標(熱利用分野:熱量) Ｃ 施する。

産業の振興
［ ］

環境産業の振興を図るため、環境関連製品の開発及

再 構 築 に指標:エネルギーの効率的 び事業化、人材育成並びに販路拡大等への支援を実施 エネルギー地産地消ス

向 け 終 了利用の目標(運輸部門:エ する。 タートアップ事業
ほか５事業

ネルギー消費原単位) Ｃ［ ］ なお、一部の関連する事務事業は今年度で終了予定
であることから、新たな取組みについて検討を行う。
国が進めている第４次産業革命やＳＤＧｓ、宇宙産 科学技術振興事業費補

業ビジョン2030などを踏まえつつ、生産性を向上させ 助金（研究開発支援事 施 策 推 進
るなど持続可能な社会づくりに資する産学官連携によ 業費補助金） に向け改善
る取組を支援していく。 ほか１事業

科学技術の振興と より一層の成果の発現に
05-13 ものづくり企業の技術力向上を支援する参入促進支

技術支援の推進 向け取組を強化
再 構 築 に

援事業は今年度で終了予定であることから、本道経済

向 け 終 了
の発展を加速させ、道内製造業の生産性の更なる向上 参入促進支援事業
等を目指し、IoT、ロボティクスをはじめとした先端
技術の導入・応用に対する支援を検討する。
「就業環境の整備、働き方改革に向けた取組」につ 就業環境改善支援事業 施 策 推 進指標:年間総労働時間

いて、長時間労働の是正をはじめとするさまざまな企 費（創生交付金） に向け改善（ ）［ ］フルタイム労働者 Ｄ
業や業種における働き方改革の取組事例を数多く収集 ほっかいどう働き方改

指標:育児休業取得率 し、発信するとともに、働き方改革に取り組む企業の 革支援センター運営等
（男性・女性 ［Ｄ］ 認定制度を実施するなどして、働き方改革の取組を推 事業費(若手社員研修、 再 構 築 に）

進する。 企業人事担当者研修を 向 け 終 了
05-14 就業環境の整備 また 「仕事と家庭の両立支援」について、これま 除く)（創生交付金）指標:年次有給休暇取得率 、

で 「北海道あったかファミリー応援企業登録制度」 ほか１事業［Ｄ］ 、
の創設や 「仕事と家庭の両立支援ハンドブック」の、

施 策 推 進
指標:子育てを応援する企 作成などにより、企業における取組の促進を図ってき ゆとり推進費

に向け改善
業（あったかファミリー たところであり、引き続き、両立支援に関する法令や （誰もが働きやすい職
応援企業登録）数［Ｃ］ 制度の普及啓発等を行い、仕事と家庭の両立に向けた 場環境づくり事業費）

道内企業の取組を促進する。
ジョブカフェ（ジョブサロン、マザーズ・キャリア

カフェ含む）の機能について、新規学卒者の就職状況
指標:高齢者 ６５歳以上（ ）

や少子化の状況を踏まえ、若者に対する支援を縮小、
の就業率［Ｃ］

多様な人材の就業 北海道求職者就職支援 施 策 推 進
女性・中高年・高齢者・外国人留学生の支援を拡充す

促進 センター事業費 に向け改善
05-16 ることを検討

新規学卒者の道内就職割合の向上に向け、インター
指標:新規学卒者の道内就 ンシップ受入企業の情報提供やU・Iターン関連事業と
職割合［Ｄ］ の連携を図るともに、地域企業の採用力強化や魅力の

発信に取り組むことを検討

指標:ちょっと暮らし滞在 人材誘致に関する国と 施 策 推 進
首都圏等において、就職相談会等を開催するなど、

日数[Ｃ] の協働事業 ほか１事業 に向け改善
05-17 産業人材の確保 潜在的Ｕ・Ｉターン就職希望者を掘り起こし、Ｕ・Ｉ

ターン就職の促進に資する取組を進める。
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部局名 施策名 主な対応方針（評価調書より抜粋） 関連事務事業 方向性
施策 施策評価による
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指標:食料自給率 ６次産業化ネットワー 再 構 築 に
農政部 ６次産業化の取組事業者及び新たに取り組もうとす

（カロリーベース ［Ｃ］ クづくり支援事業費 向 け 終 了）
る事業者への相談対応や事業計画策定、施設整備等の

支援を継続するとともに、取組事業者の所得向上や経

指標:６次産業化に取り組 ６次産業化支援体制整 施 策 推 進
営改善に向け、現場で直接支援に当たっている農業改

む事業体数［Ｄ］ 備事業費 ほか１事業 に向け改善
良普及センターと連携し、より効果的な支援策を検討

する。
高付加価値農業

06-01 「北海道食の輸出拡大戦略」（第Ⅰ期：平成28年～30
の推進

年）に掲げる道産農畜産物・農畜産加工品の輸出額目

再 構 築 に
標100億円に向け、関係団体との連携を強化し、これ 道産農水産物ブランド

向 け 終 了
指標:道産食品輸出額 Ｄ までの取組で明らかになった課題を踏まえ、商流の確 輸出促進事業費［ ］

立・拡大に向けた取組を行う。 ほか１事業

また、検討中の第Ⅱ期戦略（平成31年～35年）に基

づき、今後の事業の再構築を行う。

施 策 推 進
多様なニーズに対応した競争力のある農畜産物の計 北海道スマート農業推

に向け改善
画的かつ安定的な生産を推進し、我が国の食料自給率 進事業費（地方創生交

指標:食料自給率 の向上に最大限寄与していくため、スマート農業の実 付金）
06-02 農業生産の振興

再 構 築 に
（カロリーベース ［Ｃ］ 現に向けた新技術の普及推進を図る取組を充実すると 北海道野菜ブランド力）

向 け 終 了
ともに、北海道産野菜の生産・供給体制の整備や酪農 強化推進事業費

の生産性の向上を図る事業の再構築を行う。 ほか１事業

本道の農業を担い食料供給を支える多様な担い手の
農業の担い手の育 指標:新規就農者数［Ｃ］

成・確保と農業経 農業分野におけるワーク 再 構 築 に
育成・確保を図るため、新規就農者の育成確保や農業

営の総合的な体質 チャレンジ推進事業費 向 け 終 了
06-03 指標:食料自給率 法人の育成に係る各般の取組を着実に実施するととも

（カロリーベース ［Ｃ］ に、多様な人材の確保に向けて、農業分野における就
強化

）

指標:農業法人数［Ｄ］ 労を促進するための取組を再構築する。

評価年度（平成28年度）は天候不順や台風被害の影

響により、小麦やてん菜などの畑作物の生産量が前年

よりも大幅に減少したが、翌年度には平年並以上に回

復しているところ。

施 策 推 進
本道農業の強みを活かす取組を加速化し、生産力・

06-04 農業農村整備の推進 に向け改善
指標:食料自給率 競争力の強化を図るためには、生産の効率化を図る水 農業農村整備事業の推

（カロリーベース ［Ｃ］ 田の大区画化や暗渠排水などの排水対策、老朽化した 進管理等に関する事務）

農業用施設の適切な保全・整備、自給飼料の生産拡大

を図る飼料生産基盤の整備等、農業農村整備を計画的

かつ着実に推進することが重要であるため、当初予算

をはじめとした予算総額を安定的に確保するよう国に

強く働きかけていく。

鳥獣による農業被 指標:エゾシカ個体数指数 鳥獣被害防止総合対策 施 策 推 進
今後とも鳥獣被害防止総合対策交付金を活用し、計

害防止対策の推進 （東部・西部 ［Ｄ］ 事業費 に向け改善
06-06 画的な捕獲・追い払いや農地への侵入防止柵の整備な

）
ど、地域の活動を支援していく。

市町村や森林組合等が実施する捕獲、防除事業への 施 策 推 進
水産 エゾシカ森林被害防止

エゾシカ森林被害 指標:エゾシカ個体数指数 支援を図るとともに、エゾシカ森林被害対策連絡協議 に向け改善
林務部 強化対策事業費

07-02 ほか１事業
対策の推進 （東部・西部 ［Ｄ］ 会等を活用した関係機関の連携強化や、道有林内での）

森林保護事業費 再 構 築 に
エゾシカ捕獲の取組を促進する。

ほか１事業 向 け 縮 小

道産水産物輸出市場対 施 策 推 進
安全・安心な水産 輸出目標額の達成に向けて、漁業生産の回復と安定

策事業 ほか１事業 に向け改善
07-04 物の安定供給と競 指標:道産食品輸出額 Ｄ を図るとともに、生産者団体等と連携し、輸出先国や［ ］

資源増大魚種消費拡大 再 構 築 に
争力強化 輸出品目の拡大に向けた取組を継続する。

推進事業費 向 け 縮 小

漁港施設の機能保全計画の策定について、補助制度 水産物供給基盤整備事 施 策 推 進
栽培漁業の推進や

指標:漁港施設の機能保全 の拡充に伴い、対象施設を増やし、より高度な計画策 業費 に向け改善
07-05 経営の安定化等に

計画策定割合［Ｃ］ 定を進めているところであり、進捗を高めるため着実 再 構 築 に
よる水産業の振興 漁港実験室維持管理費

に計画策定を推進する。 向 け 縮 小

漁業経験のない方を含め、広く漁業就業者を確保す 施 策 推 進
漁業就業促進事業費

水産業の担い手対 るための取組を始めたところであり、地域での受入体 に向け改善
07-06 指標:新規漁業就業者数

策の推進 制を構築し定着を促進するため、地元の関係者等で構 再 構 築 に
［Ｄ］ 研修事業費

成する「地域漁業就業対策協議会」の設立を進める。 向 け 縮 小

木質バイオマスエネルギーの利用促進に向け、林地 木質バイオマス資源活 施 策 推 進

木質バイオマスエ 指標:新エネルギー導入目 未利用材の安定供給対策を展開するとともに、木質ペ 用促進事業 に向け改善
07-07

ネルギーの利用促進 標(熱利用分野:熱量) Ｃ レットなどの小規模熱利用の更なる普及促進に向けた 林業・木材産業構造改 再 構 築 に［ ］

取組を進める。 革事業費 向 け 縮 小
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部局名 施策名 主な対応方針（評価調書より抜粋） 関連事務事業 方向性
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市町村事業の指導監督 施 策 推 進
建設部 指標:子育て支援に配慮し 道営住宅で実施している子育て支援住宅の供給に関

等に必要な事務的経費 に向け改善
た公営住宅などを供給し する取組について市町村に周知することで市町村の取

、 。北国らしい個性豊 ている市町村数の割合［Ｃ］ 組促進に努めるとともに 相談対応などを行っていく
かで活力のある住 現都市計画区域マスタープランでは目標年次を平成

08-01
より一層の成果の発現に 施 策 推 進

まい･まちづくりの ３２年としていることから、平成３２年度までに、全

向け取組を強化 に向け改善
推進 都市計画区域（７９区域）における都市計画区域マス 都市計画施行事務

タープラン及び全線引都市計画区域（１０区域）にお
ける区域区分の定時見直しを行う。
緊急輸送道路上等の橋梁の耐震化率を高めるため、

施 策 推 進
社会資本整備総合交付金等の活用により、橋梁の修繕･

道路改築・局部改良費 に向け改善
指標:緊急輸送道路上等の 更新の実施とともに耐震化を推進し、耐災害性の向上
橋梁の耐震化率（道道） を図る。また、今後は効果的に施策を進めるため、必

大規模自然災害対
08-02 ［Ｃ］ 要な予算の確保及び早期着手に向けた準備などの取組

策の推進
を推進する。

指標:土砂災害から保全さ 施 策 推 進
土砂災害から要配慮者利用施設や避難路を保全する 砂防事業費（地すべり

れる人家戸数［Ｃ］ に向け改善
施設整備などのハード対策や情報伝達機器の整備など 対策事業費 （公共））
のソフト対策について、今後も引き続き推進を図る。 ほか２事業
緊急輸送道路上等の橋梁の耐震化率を高めるため、

社会資本整備総合交付金等の活用により、橋梁の修繕･
道路交通ネットワ 指標:緊急輸送道路上等の 更新の実施とともに耐震化を推進し、耐災害性の向上 施 策 推 進

08-03 道路改築・局部改良費
ークの形成 橋梁の耐震化率（道道） を図る。また、今後は効果的に施策を進めるため、必 に向け改善

［Ｃ］ 要な予算の確保及び早期着手に向けた準備などの取組
を推進する。

企業局 市町村等への普及啓発を目的としたモデル事業とし
て建設中の沼の沢取水堰発電所は平成31年2月に完成

水力発電によるエ
より効果的・効率的に取 予定。翌年度については、市町村等への普及啓発のた 沼の沢取水堰発電所建 再 構 築 に

10-01 ネルギーの安定供
り組む事項 めの現地見学会の開催や、小水力発電の導入検討を行 設事業 向 け 終 了

給への寄与
う際の手順やポイントを分かりやすくまとめた小冊子
の配布を行っていく。

指標:契約率（石狩湾新港 石狩湾新港地域工業用 施 策 推 進
工業用水の安定供 工業用水需要開拓促進連絡会議を開催するなど関係

地域工業用水道 ［Ｃ］ 水道事業 に向け改善
10-02 給による企業立地 機関と一層連携を密にし 需要開拓に取り組むことで

）
、 、

環境の整備 契約率の増加を図る。
教育庁 放課後児童クラブを所管している保健福祉部と協力

学校・家庭・地域連携 施 策 推 進
し、市町村において、放課後等の学習や体験活動の支

協力推進事業費 に向け改善
援プログラムの企画段階から放課後子供教室と放課後
児童クラブの関係者が連携･協働して、充実した体験･

指標:放課後等における子
活動プログラムを企画し、共働き家庭等か否かを問わ

どもの活動拠点の整備状
ず、全ての児童が一緒に学習や体験活動を行うことが

況［Ｄ］
コミュニティ・スクー 再 構 築 に

できるような方策を検討する。また、保健福祉部と連

ル推進体制構築事業 向 け 縮 小
携の上、放課後等における学習や体験活動といった放
課後子供教室の成果等を活用するなどして、市町村に

確かな学力を育む
11-01 対しそれらの設置を促す。

教育の推進
総合的な探究の時間の先進的な取組に係るモデル校

を指定したり、大学等と連携した探究活動を実施した
りするなど、学習指導要領の完全実施に向け、生徒が

より効果的・効率的に取 高等学校学力向上実践 再 構 築 に
未来社会を切り拓くための資質・能力を育成するため、

り組む事項 事業費 向 け 終 了
生徒に求められる資質・能力とは何かを社会と共有し、
連携する「社会に開かれた教育課程」の実現に向けた
効果的な取組を進める。なお、関連する事務事業につ
いては今年度で終了予定であるため、新たな取組につ
いてもあわせて検討中。

安全安心な教育環 指標:対策が未実施の吊り 研修会や個別相談において、文部科学省発行のガイ 公立学校施設に関する 施 策 推 進
11-02

境づくり 天井等を有する棟［Ｄ］ ドブックの活用を促すなど、対策の実施を促進する｡ 事務 に向け改善
いじめ等の未然防止に向けては、児童生徒が自らい

子どもの人間関係づく 施 策 推 進じめ等の問題について学び、主体的に考えたり、コミ
り推進費 ほか１事業 に向け改善豊かな人間性と社 指標:いじめに対する意識 ュニケーション能力の向上を図る取組が必要であるた

11-09 会性を育む教育の （小学校 ［Ｃ］ め、自己肯定感やコミュニケーションスキルを高める）

いじめ等対策総合推進 再 構 築 に推進 （中学校 ［Ｄ］ などの指導プログラムの調査研究及び普及啓発、児童）

事業費 向 け 縮 小生徒自身がいじめ等の問題行動について考える機会の
充実に取り組む。
民俗芸能の保存・活用について、これまで子どもた

ちを対象として伝承講座を行い、ブロック単位での成

より効果的・効率的に取 ほっかいどう民俗芸能 再 構 築 に
教育分野における 果発表会や全道大会を開催してきたが、引き続き、課

り組む事項 振興事業費 向 け 終 了
11-10 芸術・文化活動の 題となっている後継者の育成や発表機会の確保などに

振興 ついて対応を検討する必要があり、また、関連する事
務事業についても今年度で終了予定であるため、新た
な取組についてもあわせて検討を行う。
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Ⅱ 二次政策評価（施策評価と関連する事務事務事業評価）

［意見区分］

施 策 施策目標の達成状況

事務事業 事務事業の有効性

○ 施策と関連する事務事業について、政策実現のため、施策目標の達成に向けてさらに取り組むよう意見を付したもの

部局名 今後の取組の方向性など
施策コード 施策名

事務事業名事務事業整理番号

北海道創生総合戦略「食や観光をはじめとする力強い産業と雇用

の場をつくる」の推進に必要な指標である「ヘルシーＤo累計認定
経済部 施策 05-01 食関連産業の振興

件数」の増加に向け、民間との連携を図るなど、実効性のある取組

0112 を検討すること。事務 機能性食品・素材バリューチ
ェーン強化パッケージ事業事業

施策 05-03 道産食品の輸出拡大 北海道創生総合戦略「食や観光をはじめとする力強い産業と雇用

の場をつくる」の推進に必要な指標である「道産食品輸出額」の目

標達成に向け、関係部と連携を図るなど、実効性のある取組を検討
0132 道産食品販路拡大推進事業

すること。事務

0133 新規市場食需要開拓推進事業
事業

施策 05-04 滞在交流型観光地づくりの推進 北海道創生総合戦略「食や観光をはじめとする力強い産業と雇用

の場をつくる」の推進に必要な指標である「宿泊客延べ数」の目標

達成に向け、事業の見直しや、民間との連携を図るなど、実効性の
0304 地域イベントに関する事務

ある取組を検討すること。

0309 地域観光活性化促進事業
事務

0310 広域観光推進事業
事業

0318 北海道ＭＩＣＥ誘致促進事業

世界の中の北海道を意識した
施策 05-08 海外市場の開拓（ASEAN、東 北海道創生総合戦略「食や観光をはじめとする力強い産業と雇用

の場をつくる」の推進に必要な指標である「輸出額」の目標達成にアジアほか）

向け、関係部や民間と連携を図るなど、実効性のある取組を検討す
0205

北海道ASEAN事務所運営事業
ること。事務 費

HOKKAIDOブランド海外展開促事業
0207

進事業

北海道強靱化計画の政策の方向性「自然災害に対する北海道自ら

の脆弱性を克服」の推進に必要な取組である「住宅・建築物等の耐
教育庁 施策 11-02 安全安心な教育環境づくり

震化」などについて、庁内関係部局が連携して市町村への働きかけ

を行い、対策を着実に進めるよう検討すること。事務
0209 公立学校施設に関する事務

事業
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［意見区分］

施 策 施策の緊急性・優先性

事務事業 事務事業の有効性

○ 施策と関連する事務事業について、政策実現のため、経済社会情勢の変化や道民の要請等を踏まえた緊急かつ優先的な 取組
に向けて意見を付したもの

部局名 今後の取組の方向性など
施策コード 施策名

事務事業名事務事業整理番号

環 境 施策 03-13 アイヌ文化の振興 「ふるさとの歴史・文化の発信と継承」の推進に向け、アイヌ文

化や縄文遺跡など北海道独自の歴史・文化について、北海道の「価生活部

値」として道民全体が共有し、国内外に北海道ブランドとして発信事務
1015

民族共生象徴空間誘客促進・
する環境整備をするため、道民が学ぶ・体験する機会等に関する取事業 地域連携事業

組を着実に推進できるように検討すること。
北海道独自の歴史・文化の発

信と継承
施策 03-14

0817 世界遺産登録推進費
事務
事業

「環境への負荷の少ない持続可能な社会の構築 「強靱な北海道」

づくりとバックアップ機能の発揮 「新たな成長産業への挑戦や研
経済部 施策 05-12 環境・エネルギー産業の振興

」

究開発の推進」に向け、北海道に豊富に賦存するエネルギー資源の

活用等の取組を着実に推進できるように検討すること。事務
0623

エネルギー地産地消事業化モ
デル支援事業事業

施策 05-14 就業環境の整備 「良質で安定的な雇用の場づくりと産業人材の育成・確保」に向

け、長時間労働など道民の就業環境の課題の改善に向けた取組を着

実に推進できるように検討すること。事務
0820 就業環境改善支援事業費

事業
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